





















































































































　　　執筆担当：「行政改革」122 ～ 133頁、「地方分権」134 ～ 143頁、「郵





　　　執筆担当：「特殊法人改革」40 ～ 52頁、「郵政事業」53 ～ 61頁、「道




化」33 ～ 41頁、第３章政治問題「沖縄問題」83 ～ 92頁。
　７．（一般社団法人）くらしのリサーチセンター編『戦後　70年に学ぶ』
（くらしのリサーチセンター、2015年９月）
　　　執筆担当：「戦後　70年沖縄に関する日本政府の責任と課題」187
～ 192頁。
Ⅷ　学会報告（単独）
　１．「自治体行政と米軍基地」太平洋学術会議　2007年６月（於：沖縄
コンベンションセンター）
－ 236 －
　２．「路面電車の公共交通としての展望」日本行政学会　2007年７月
（於：北海学園大学）
　３．「沖縄県知事選の変容」日本地方政治学会　2012年９月（於：法政
大学）
　４．「基地問題と選挙」アメリカ学会　2014年６月（沖縄コンベンショ
ンセンター）
　５．「国策のあり方を問う沖縄県知事選－保守分裂・脱革新共闘選挙を
素材に－」　日本政治学会　2015年10月（於：北海学園大学）
